施設向け
令和4年3月
仙台市認定給付課

仙台市１歳児受入推進事業の概要

１　事業の目的
待機児童数は平成26年度の570人を境に減少傾向にあるものの，令和３年４月１日においても44名の待機児童が発生しており，うち23人（全体の52.3％）が１歳児となっている。
待機児童の早期解消を実現するためには，１歳児の待機児童を減らすことが喫緊の課題となっているが，一方で，既存の保育施設等においては空き定員や余裕スペースが存在する。
本補助金は，０歳児と１歳児を受け入れる際の公定価格の基本分単価の差額の一部を補助し，既存の保育施設において比較的余裕のある０歳児枠を活用し１歳児枠に転用する取り組みを進めることで，保育ニーズの高い1歳児に対する保育需要に対応し，待機児童の解消へつなげるとともに，児童の福祉の向上を図ることを目的とするもの。

２　対象施設
　　私立保育所，認定こども園，小規模保育事業A型及びB型，事業所内保育事業（地域枠）

３　補助要件
・０歳児の受入可能枠を減じることで新たに１歳児受入枠を設定し，その枠に１歳児を受け入れること
・０歳児の受入可能枠を減じ，新たに１歳児受入枠を設定する（転用を行う）月の前月16日付利用開始の利用調整において，０歳児に利用申し込みがないこと。（但し，4月1日付利用開始の受入枠の転用（※１）の場合は1次申込（１次利用調整）において，０歳児の利用申込児童数（※２）が当初の受入可能枠数を下回っていること。１次利用調整に向けた転用は対象外とする。）
（※１）4月1日付転用における事前相談の受付は終了しております。
（※２）利用申込児童数は1次利用調整による内定予定児童数とする。
・０歳児枠を１歳児枠へ転用する際に面積等の各種基準を満たすこと
・その他（仙台市内の保育所等を運営する事業者であること，暴力団等と関係を有していないこと）
　
４　補助額等
・０歳児と１歳児の公定価格のうち基本分単価の差額の一部を補助
・補助額算定の対象期間：新たに設定した１歳児受入枠に児童が利用開始した月から
当該年度3月
・補助額（対象児童1人あたり）：補助単価×補助対象児童の在籍月数。
1,000円未満は切り捨て。
・在籍月数：原則として各月初日時点での在籍状況により認定。ただし，対象児童が月途中で利用を開始又は利用を終了した月は，以下のとおり日割りにより算定する。




○月途中で利用を開始した場合
補助単価×その月の月途中の利用開始日からの開所日数÷２５日
○月途中で利用を終了した場合
補助単価×その月の月途中の利用終了日の前日までの開所日数÷２５日

　・補助単価：下表のとおり
（施設種別ごとの0歳児と1歳児の公定価格（※）の基本分単価の差額×50％を基準としている）
（参考）令和4年度
	施設種別
	受入１名あたりの補助単価（円）

	保育所，認定こども園
	３５，０００

	小規模保育事業

	A型
	３６，０００

	
	B型
	２９，０００

	事業所内保育事業
（※）
	小規模A型
	３６，０００

	
	小規模B型
	２９，０００

	
	保育所型
	３５，０００


　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（




（※）事業所内保育事業の場合は地域枠児童に限る

５　対象となる転用日（利用開始日）
　1日付利用開始にかかる受入枠の転用を対象とする。

６　流れ
　（１）年度途中からの利用開始
（参考）区役所・宮城総合支所における利用調整会議
　　　　　　　　　1日付利用開始　前月13～18日頃　（16日付利用開始　前月28日～当月2日頃）
　　　　　　　　　利用調整会議の前までに枠の転用が必要。
①事前相談（予定調書の提出）
　　　　　　（施設）前月5日頃までに提出
（認定給付課）0歳児の申込有無を前月16日付利用開始の利用調整会議資料で確認。（前月28日頃には申込有無判明。）0歳児に申込がある場合は施設へ連絡。
（施設）連絡を受け，受入可能枠数の変更を行う場合は施設の所在する区・宮城総合支所保育担当課に受入可能枠数の変更報告（前月10日頃まで）
（認定給付課）転用予定日（1日付）の転用後の受入可能枠を施設の所在する区・宮城総合支所保育担当係へ確認。転用前の受入可能枠は空枠情報で確認する。
（区・宮城総合支所）受入可能枠について確認し，認定給付課へ回答（前月10日頃まで）
②交付申請（利用開始日以降随時）
（施設）当初の１歳児受入可能枠数（転用前）を超えて新たに１歳児を受け入れた場合，交付
申請が可能
③交付（不交付）決定



[bookmark: _GoBack]④請求書の提出
⑤概算払
⑥実績報告等の提出（3月）※後日ご案内します。
⑦補助金額確定，補助金の精算

（２）令和4年4月1日付利用開始　（2次申込・2次利用調整に向けた転用のみ）
①事前相談（予定調書の提出）（受付終了）
②交付申請（4/1以降随時）（①を行った場合のみ）
 （施設）当初の１歳児受入可能枠数（転用前）を超えて新たに１歳児を受け入れた場合，交付
申請が可能
③交付（不交付）決定
④請求書の提出
⑤概算払
⑥実績報告等の提出（令和5年3月）
⑦補助金額確定，補助金の精算

７　その他
本補助金は，待機児童解消に向けた試行的かつ時限的な取り組みとして，令和3年度及び令和4年度に実施するものです。令和5年度以降の実施は未定です。
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